
（単位：千円）

Ⅰ．流動資産 Ⅰ．流動負債
現 金 預 金 191,251 工 事 未 払 金 86,274
受 取 手 形 8,250 短 期 借 入 金 6,299
完 成 工 事 未 収 入 金 118,349 未 払 金 7,521
未 成 工 事 支 出 金 20,436 未 払 法 人 税 等 548
材 料 貯 蔵 品 5,470 未 払 費 用 15,492
未 収 法 人 税 等 5,901 未 成 工 事 受 入 金 5,156
未 収 入 金 そ の 他 11,359 預 り 金 4,602
貸 倒 引 当 金 ▲ 697 工 事 損 失 引 当 金 3,964

流 動 資 産 合 計 360,320 流 動 負 債 合 計 129,858

Ⅱ．固定資産 Ⅱ．固定負債
  （1）有形固定資産 退 職 給 付 引 当 金 22,014

建 物 8,337 役員退職慰労引当金 9,930
建 物 附 属 設 備 1,736 長 期 借 入 金 4,036
構 築 物 804 資 産 除 去 債 務 2,362
機 械 装 置 11,849 固 定 負 債 合 計 38,342
車 両 運 搬 具 337
備 品 734 負　債　合　計 168,200
建 設 仮 勘 定 5,153
土 地 28,581

有形固定資産 計 57,534
Ⅰ．株 主 資 本

  （2）無形固定資産 (1) 資 本 金 20,000
無形固定資産 計 360

(2) 資 本 剰 余 金
  （3）投資その他の資産     資本準備金 0

出 資 金 420 その他資本剰余金 0
ゴ ル フ 会 員 権 50        資本剰余金合計 0
敷 金 2,300
差 入 保 証 金 10,423 (3) 利 益 剰 余 金
繰 延 税 金 資 産 0     利益準備金 0

投資その他の資産 計 13,193     その他利益剰余金
       繰越利益剰余金 243,208

固 定 資 産 合 計 71,088        利益剰余金合計 243,208
株 主 資 本 合 計 263,208

Ⅱ．評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 0
評価・換算差額等合計 0

純　資　産　合　計 263,208

（注１）記載金額は千円未満を切捨表示

（注２）当期純損失　53,622千円

資  産  の  部 負　債  の  部

純 資 産 の 部

資　産　合　計 431,409 負債・純資産合計 431,409
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貸　借　対　照　表



注 記 表

　【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１． 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
　満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
　その他有価証券
　　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し
ている。）

　　時価のないもの 移動平均法による原価法
(2) たな卸資産
　販売用不動産 個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定している。）
　未成工事支出金 個別法による原価法
　不動産事業支出金 個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定している。）
２． 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (ﾘｰｽ資産除) 定率法
　　　 ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（附属設備を

除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法を採用している。

(2) 無形固定資産 (ﾘｰｽ資産除) 定額法
(3) ﾘｰｽ資産
　　① 所有権移転ﾌｧｲﾅﾝｽ・ 自己所有の固定資産に適用する減価償却法と同一の
        ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産 方法を採用している
　　② 所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
        ﾘｰｽ取引に係るﾘｰｽ資産 を採用している。

３． 重要な引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率（貸倒実績率が0.6％未満の
時は法定繰入率0.6％を使用する）により、貸倒懸念債権等
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上している。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に
基づき計上している。

(3) 完成工事補償引当金 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度
の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づき計上して
いる。

(4) 工事損失引当金 将来の工事完成期に発生する可能性が高い損失に備えるた
め、受注金額及び見積原価から算定した損失見込額に基づ
き計上している。

(5) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、自己都合退職による期末
要支給額を計上している。

(6) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末
要支給額を計上している。

４． 収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準は、「収益認識基準」に従って処理
している。

５． その他 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によって
いる。

　【貸借対照表に関する注記】
１． 担保に供している資産 なし

２． 有形固定資産の減価償却累計額 170,048 千円

３． 有形固定資産の減損損失累計額 1,038 千円

４． 受取手形割引高 - 千円
受取手形裏書譲渡高 - 千円

５． 関係会社に対する短期金銭債権 20,434 千円
関係会社に対する長期金銭債権 - 千円
関係会社に対する短期金銭債務 700 千円
関係会社に対する長期金銭債務 - 千円


